
 

 

    

 

 

 

G21 暴力団対策 
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「縦25cm以上×横35cm以上」



平成 22年 1月 1日より「土木工事共通仕様書」に以下の記載を追加

１－１－56 暴力団等（暴力団、暴力団関係企業など、不当介入を行うすべての者をいう。）

からの不当要求または工事妨害（以下「不当介入」という。）の排除

１．暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、所轄の警察署に届け

ること。

２．暴力団等からの不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、被害届

を速やかに所轄警察署に提出すること。

３．不当介入を排除するため、発注者及び所轄警察署と協力すること。

４．不当介入により工期の延長が生じる場合は、約款の規定により発注者に工期延長等の要請を行

うこと。
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22建政技第339号

平成 23年(2011年)3月29日

技術管理室長

長野県発注工事等からの暴力団排除の推進について (通知)

標記について､公共工事標準請負契約約款の改正及び長野県暴力団排除条例の制定等に伴

い､長野県建設工事標準請負約款等の一部改正において､発注者からの契約解除条項として

暴力団及び暴力団員等の規定を新たに追加するとともに､入札参加停止措置についても大幅

な見直しを行ったところです｡

ついては､制度の推進を図るため長野県警察本部と別添のとおり合意書を締結しましたの

で御了知いただくとともに､当該趣旨を御理解のうえ適切な事務執行をお願いします｡

(留意事項)

対象案件が生じた場合は､各発注機関が県警本部組織犯罪対策課へ照会を行うこと｡

建設部 建設政策課技術管理室

(室長)波間 寛

(入札.契約班)中田 英郎 宮下 浩秋
電 話 026-235-7312､7313
防災無線 8⊥23ト3330､3347
プアクシミ1) 026-235-7482
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長野県発注工事等からの暴力団排除め推進に関する合意書

長野県発注工事に係る建設工事及び建設コンサルタント業務等 (以下 ｢発注工事等｣

という｡)からの暴力団排除を推進するため､島野県警察本部刑事部長似下 ｢刑事部長｣

という｡)及び長野児建設部長 (以下 ｢建設部長｣という｡)揺,下記のとおり､運用が

図られるよう取りL組むことについて合意するo

平成23年3月～ヂ日

長野県警察本部刑事部長 岩 崎 史

長 野 県 建 設 部 畢 入 廷

記

1 発注工事等からの排除対象の明確化及び排除手続の夷定

長野県発注工事等に係る ｢入札参加資格｣､｢請負契約締結｣､｢入札参加停止措置｣

に閑し七､以下のとおり解釈を示し､排除対象を明確にするとともに､その手続を

1定める,O

(1)排除対象

排除対象は､以下のアからカまでに該当する建設業者及び建設工事に係る測量､

調査､設計及び工事監理等の業務を行う者 (以下 ｢建設業者等｣という｡)とする｡

なお､庵 文中の ｢暴力団員｣とは､暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員を､｢暴力団｣とは､

暴力団員による不当な行為の防止等iこ関する法律第2条第2号に規定する暴力団∫

を､｢役員等｣とは､建設業者毎が個人である場合にはその者を､建設業者等が法

人である場合にI耳その役員又は亘の支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結

する事務所(常時､請負契約を締結する事務所をいう｡)の代表者をいう'｡

ア 役員等が,暴力団員であると認められる建設業者等

イ 暴力団又は暴力団員が､粧草に実質的に関与していると認められる建設業者

･等 似下 ｢実質的関与者｣というO) ,
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ウ 役員等又は実質的関与者が､自己､自社若しくは第三者の不正の利益を図る
目的又は第三者に損害を加える目的をもって､暴力団又は暴力団員を利用するな

どしたと静められる建設業者等

工 役員等又は実質的関与者が､ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し､

又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持及び運営に協力

し､若しくは関与していると静められる建設業者等

オ 役員等又は実質的関与者が､暴力団又は暴力団負と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められる建設業者等 ･

カ 県が発牲した建設工事等の施工を与おいて､下請契約又は資材､原材料の購入契
約その他の契約に当たり､その相手方がアからオまでめいずれかに該当するこ

とを知りながら､当該業者等と葵約を締結したと認められる建設業着等

(2) 排除手続

ア 建設部長は､入札参加資格があると静定した有資格業者について､1 (1)-の
アからオに該当する業者 (以下 ｢排除対象者｣という｡)と疑われる何らかの実

態､行為等の情報を得たときは､排除対象者に該当するか否かについて､長野県

警察本部刑事部組織犯罪対策課長 (以下 ｢組織犯罪対策課長｣･という｡)に対し､

参考となる資料を添付した文書 (様式第1号)により照会できるものとする｡

イ 組織犯罪対策課長は､前記アによる照会を受けたときは､有資格業者が排除対

象者に該当するか否かについて､建設部長に対し､速やかに文書 (様式第2号)

により回答するものとする｡

り 前記アによる照会以外で､組織犯罪対策琴長において､有資格業者が排除対象

者に該当すると認める事実を確謬した場合は‥建設部長に対し､速やかに文書

(様式第3号)･により通報する土と.ができるものとする.

エ 組織犯奔対策課長は､前記イにより排除対象者に該当する旨を回答すること又

は前記ウにより通報することをもって発注工事等からの排除要請とする｡

オ 組織報罪対策課長は､.前記ユの排除要請を行ったものにういて､その後の事情

変更により排除要請をする必要がなくなったときは､建設部長に対し､ 排除要

請の取消の通知を文書により行うものとする｡

'また､建設部長は､排除要請があったものの排除の継続又は取消について､組

織犯罪対策課長に対し､当該排除要請が行われたときから概ね1年ごとに文書

(様式第4おう により確認を行うものとし､組織犯罪対策課長は､速やかに文書

(様式第2号) により回答するものとする｡

カ 建設部長は､前記エのうち1 (1)のア又はイに該当した場合には∴当該有資

格業者について前記オによる排除要請の取消が行われるまでの間､入札参加停止･

措置をすることにより､長野県の発注工事等から排除するもの●とする｡
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2 その他

(1)前記1について､組織犯罪対策課長及び建設部長は､本合意書に定めるものの

ほか､現場の実情に応じて､個別に取り決めるなどの有法により′､相互に協力し､

緊密な連携の下､積極的な対応を図るものとする｡

(2) 長野県発注工事等に′関して､建設部以外の部署からの照会等についても､本合

意書に基づき同様に対応するものとするot

(3) 本合意書に定めのない事項又は疑義の生じた事項については､組織犯罪対策課

長及び建設部長において､その都度協議の上決定するものとする0

･附則

1 本合意書は､平成23年4月1日から適用する｡

2 暴力団関係者の指名停止措置に関する覚書(昭和63年6月24日)については､廃止する｡
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(様式第1号)

00第〇〇号

平成00年〇月〇日

照 一会 .書 .

商号又は氏名

.所 在 地

役 .職 名 氏 名 生年月日 .住 所

く

照 会 事 項 長野県発注工事等からの暴力団排除の推進に関する合意垂に規定す .
る排除対象者に琴当するか否か○

備 考

上記のとおり頗会します○長野県警察本部刑事部組織犯罪対策課長 様

長野県建設部長

G21-13



(様式第2号)

長野県建設部長 様

(発注機関の長)

00第00号

平成〇〇年〇月〇日

長野県警察本部刑事部

組織犯罪対策課長

長野県発注工事等からの暴力団排除の推進に関する合意書に基づく回答について ･

長野県発注工事等からの暴力団排除の推進に関する合意書に基づき､平成〇年〇月〇日付

汁(文書番号)で照会のあった件について､下記のとおり回答します｡

1 1商号又は氏名

2 所在地

3 代表者

4 照会にかかる調査結果

該当する (排除対象者の該当条項

該当しない

5 理由

6 その他
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(様式3)

長野県建設部長 株

(発注機関の長)

00第00号

平成00年〇月〇日

長野県警察本部刑事部

組織犯罪対策課長

長野県発注工事等からの暴力団排除の推進に関する合意書に基づく通報について

下記の有資格業者について､長野県発注工事等からの暴力団排除の推進に関する合意書に

規定する排除対象者に該当する事実を確認したので､通報します｡

1 商号又は氏名

2 所在地

3 代表者

4 該当する-理由

(排除対象者の該当条項

5 その他
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(様式第4号)

00第〇〇号

平成〇〇年〇月〇日

照 会 書

商号又は氏名

所 在 地 .

●役 職 名 氏 名 生年月 日 住 所

照 会 事 項 平成〇年〇月〇日付け排除要請のあった上記の者について､平成〇年〇月〇日現在で長野県発注工事等からの暴力団排除の推進に関する

合意書に規定する排除対象者に該当するか否かO.

備 考

上記のとおり贈会します○長野県警察本部刑事部組織犯罪対策課畢 掛

長野県建設部長
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